法科大学院協会職域委員会の「就職動向調査」へのご協力をお願いします。
　氏名：　　　　　　　　　　　　

Ⅰ．基礎情報　　
Ⅰ－１　あなたの性別をお答えください。

　　　１．男性　　
２．女性

Ⅰ－２　あなたの属する年代層についてお答えください（回答時点を基準とする）。
　　　１．25歳以下　
２．26歳～30歳　
３．31歳～35歳　
４．36歳～40歳

５．41歳～45歳　
６．46歳以上

Ⅰ－３　法科大学院（複数の法科大学院を修了した場合は最初のもの）への入学前の社会人経験の有無をお答えください。
　　　１．あり　　
２．なし

Ⅰ－４　法科大学院（複数の法科大学院を修了した場合は最初のもの）への入学時の既修者・未修者区分をお答えください。

　　　１．既修者　　
２．未修者

Ⅰ－５　出身学部の種類をお答えください。
　　　１．法学部　
２．法学部以外の文系学部　
３．理工系学部　
４．その他（＿＿＿＿）

Ⅰ－６　法科大学院（複数の法科大学院を修了した場合は最初のもの）の修了年をお答えください。　

　　　　西暦（＿＿＿＿）年

Ⅰ－７　出身法科大学院（複数の法科大学院を修了した場合は最終のもの）の所在地域をお答えください。
　　　１．北海道・東北　
２．関東　
３．中部（北陸・新潟を含む）　
４．近畿

　５．中国・四国　
６．九州・沖縄

Ⅱ．修了後の情報
Ⅱ－１　司法試験受験状況等
Ⅱ－１－１　司法試験（旧司法試験も含む）のこれまでの受験回数をお答えください。

（5年以内の受験かどうかを問わない。）　　
　　　１．０回　　
２．１回　　
３．２回　　
４．３回　　
５．４回以上

Ⅱ－１－２　司法試験に合格しましたか。　
　１．はい　　
２．いいえ　

Ⅱ－１－３　前問（Ⅱ-１-２）で、２．を選択された方は、まだ受験勉強を継続していますか。　
　　　１．はい　　
２．いいえ

Ⅱ－１－４　司法試験に合格した場合、合格年をお答えください。　
　西暦（＿＿＿＿）年

Ⅱ－１－５　司法修習を終了した方は、修習期と修習地をお答えください。
　修習期（＿＿＿）期、　修習地（＿＿＿＿＿）
Ⅱ－２　就職年・勤務地
Ⅱ－２－１　直近の就職年または転職年（現在の就職先・職種に直結するもの。法科大学院入学前からの就職先に予定通り復帰・復職した場合は入学前の就職年）をお答えください。
　西暦（＿＿＿＿）年　
Ⅱ―２－２　現在の勤務地（弁護士の場合は登録地）を都道府県単位でお答えください。

　（＿＿＿＿）（都道府県名）

Ⅱ－３　現在の職種等　
Ⅱ－３－１　職種（法曹三者かそれ以外かの区別）をお答えください。　
１．裁判官　
２．検察官　
　（上記のいずれかを選んだ方は、Ⅱ－４に進んでください）

３．弁護士（登録して法律事務所以外に就職している場合も含む）
４．いずれでもない

Ⅱ－３－２　さらに詳しい職種をお答えください。（複数に該当する場合、重きを置いているものを選んでください。）
１．法律事務所の経営弁護士　
２．法律事務所の被雇用弁護士　
３．法律事務所職員・パラリーガル　
４．裁判所書記官・事務官　
５．検察事務官　
６．司法書士　　

（１～６を選んだ方は、次にⅡ－３－４に進んでください。）

７．官公庁職員　
８．地方自治体職員　
９．企業従業員　
（７～９を選んだ方は、次にⅡ－３－３に進んでください。）

１０．大学・研究機関の教育・研究職

１１．その他の職（＿＿＿＿＿）　
１２．無職
　　　（１０～１２を選んだ方は、Ⅱ－４に進んでください。）

Ⅱ－３－３　職種が法律関連職か否かの分類に応じて、どのような関連の職務に携わってきたかお答えください。（なお、法律関連職であるか否かは、法律に関連する職務に携わっているか否かにより、判断してください。）

Ⅱ－３－３－１　法律関係職の場合　（複数回答可）

１．会社法関連（内部統制など含む）　
２．知財関係　
３．契約案件　
４．紛争案件
５　国際取引など、海外案件
６　環境問題

７　ＣＳＲ

８　監査・検査など

９　上記以外　（＿＿＿＿＿）

（Ⅱ－３－６に進んでください。）

Ⅱ－３－３－２　非法律関連職の場合（複数回答可）　　
１．営業　
２．財務・経理　
３．総務・人事　
４．労務・厚生　
５．企画・開発

６．調査・研究　
７．現在は法務に直接関連していないが、将来法務に携わる可能性がある
８．その他（＿＿＿＿＿）

（Ⅱ－３－６に進んでください。）

Ⅱ－３－４　法律事務所に就職した方は、当該事務所の規模・属性についてお答えください。　　

１．国内系法律事務所（自分含め弁護士21名以上）　
２．国内系法律事務所（自分含め弁護士4～20名）　
３．国内系法律事務所（回答者含め弁護士2～3名）　
４．国内系単独法律事務所（回答者のみ）　
５．外資系法律事務所

Ⅱ－３－５　法律事務所に弁護士として就職した方は、ご自身の取り扱い分野についてお答えください。（複数回答可）　　
１．一般民事　
２．一般刑事　
３．少年事件　
４．行政訴訟　
５．家庭事件　
６．会社法・商事法事件　
７．知財法関係　
８．労働事件　
９．倒産事件　
１０．独占禁止法・不正競争防止法関係　
１１．医療問題　
１２．消費者問題　
１３．環境問題　
１４．渉外事件　
１５．その他（＿＿＿＿＿）

（Ⅱ－４に進んでください。）

Ⅱ－３－６　企業に就職した方（弁護士登録者を含む）は、当該企業の規模（従業員数）についてお答えください。　　

　１．~100名未満　
２．~300名未満　 
３．1,000名未満　
４．1,000名以上

Ⅱ－３－７　企業に就職した方（弁護士登録者を含む）は、当該企業の業種について、次のいずれかの設問にお答えください。
Ⅱ－３－７－１　製造業の場合　　

１．電気・情報機器・精密機器　
２．自動車・輸送用機器　
３.　機械　
４．石油・ゴム　
５．食品・農林・水産　
６．化粧品・医薬品・化学　
７．衣料・繊維　
８．鉄鋼・金属製品　
９．建設・住宅　
１０．その他製造業　（＿＿＿＿＿）

　Ⅱ－３－７－２　非製造業の場合　　
１．マスコミ・出版・広告　
２．人材・教育・コンサルタント・シンクタンク・リサーチ　
３．情報・通信・同関連ソフト　
４．商社・卸売業・小売業　
５．銀行・証券・保険その他金融　
６．電力・ガス　
７．外食・中食・ホテル　
８．運輸・倉庫　
９．その他サービス業　（＿＿＿＿＿）

Ⅱ－４　その後の修学状況
Ⅱ－４　法科大学院（複数の法科大学院を修了した場合は最初のもの）を修了後、大学、大学院、その他各種の学校に進学した場合（現在在籍中かすでに卒業したかは問いません）、該当するものを選択してください。（複数回答可）　
　０．進学していない。

１．大学院博士前期課程　
２．大学院博士後期課程　
３．法科大学院（２つめ以降）　

４．法科大学院以外の専門職大学院　
５．大学（学部）　
６．海外留学（外国の学校）　
７．司法試験予備校　
８．その他（＿＿＿＿＿）

Ⅱ－５　就職のための情報
Ⅱ－５　就職のためにどのようなタイプの情報提供が有益でしたか。個人的な経験を中心に、修了生一般の立場も加味してお答えください。（５つまで回答可）
　
　１．就職セミナー　
２．マナー講習　
３．企業による説明会　
４．官公庁による説明会　
５．大学（法科大学院）による求人情報提供　
６．弁護士会による求人情報提供　
７．公的機関による求人情報提供　
８．ジュリナビ等による求人情報提供

　９．教員による個人的な斡旋　
１０．先輩等による個人的な斡旋　
１１．その他（＿＿＿＿＿）

以　上

＜ご協力ありがとうございました。＞
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